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1　序
　経済政策の理論はティンバーゲンのモデルに始まるとターノフスキーをし
ていわしめたものは，政策手段数に関するいわゆるティンバーゲンの定理に
ほかならない（［14］p．372）。しかし，それはカルバートソンが「均衡値のみ
に拘泥し，動学分析といかにかかわるのか全く不明」の静学的フレームワー
クと批判するところのものでもある（［3］p．394）。したがってティンバーゲ
ン定理の動二化こそは経済政策の理論の動学化にとって必要不可欠であるが，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
その島島となったのはプレストン［11］である。本稿の課題は，このパイオ
ニア的モデルとその発展としてのプレストン＆シーパー［12］をそれぞれ手段
の「のべ数」に関するティンバーゲン定理の短期動旧版，長期動面面と規定
し関連づけて，オリジナルとしての静学定理からの直系関係を明らかにする
ことである。
　なお，プレストンの分析手法は線型システム制御論における状態空間法であ
る。このような現代制御論の方法の経済政策分析への応用はいまやたけなわの
観があるが一方で合理的期待形成論の立場からのキュリー［4］に代表され
るような批判もある。本稿の一課題ではないが一主題は，このように賛否
＊　本稿執筆中に岡山大学経済学部の梶原宏之氏からいただいた有益なコメントに感謝し
　たい。なお残る誤謬がすべて筆者の責任に帰することは無論である。
（1）規模の大小とりまぜて数ある既存の計量経済モデルは，もちろん，おしなべて動学
　的であるが，いわゆる政策シミュレーション・モデルの枠を超えるものではない。
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両論かまびすしい状態空間法の応用について，その必然性がいかなる分析局
面でいかにして生じているかを垣間見て，アマチュアとして持つ好奇心を充
たすことである。
　　II　静学的可制御命題：いわゆるティンバーゲン定理
　一般に，経済分析で用いられる理論モデルは経済学の意味内容を数学的に
表現したものであり，具体的には経済現象（変数）間の相互依存か困果連関を
表わす一連の方程式から構成された整合的な連立方程式にほかならず，通常，
経済システムの構造モデルとかモデルの構造型とよばれている。これを線型
モデル
　　　（1）　　ノ風、｝ξ｛，）一＋一1風2）ξ〔2）＝0
で表わすことにする。ここにξω，ξ②はそれぞれ内生変数，外生変数のベク
トルであり，MCi），　Mcm　lsξω，ξ（，）にかかる適当なサイズの構造パラメータの
行列である。当然，モデルは整合的であるべきだから，Ma）は正則，すなわち
　　　（2）1　M，，，1キ0
でなければならない。
　固定目標（fixed　target）の定量的経済政策モデル（model　of　quantita－
tive　economic　policy）とよばれるティンバーゲンのフレームワークは（1＞
において内生変数ξ｛、〕を目標変数（target＞Xと非目標内生変数Xに，また外
生変数ξ（、｝を政策手段（instrument＞Uと与件変数Wに，それぞれ分割し，
それに対応して構造係数行列もMc、）＝［Mx，1瞼1，　M，、｝＝［Mv，　Mw］と，それぞ
れX，X，　U，　Wの次数に整合するように行列分割した
，　（3）　MxX十MgX一¥MuU十MwVV＝：O，　I　Mx，　Mx－1　S　O
にほかならない。
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　ところで，国民所得や雇用水準などのような政策目標を表わす目標変数と
これら目標の達成を意図して当局が自在に操作・制御することのできる（もの
としての，たとえば財政支出や貨幣供給などの）自由裁量政策手段をモデル
に含める必要は自明であり，また人口や世界貿易などのように当局が制御で
きない純外生変数としての与件（datum）も，それが経済システムに対する不
可避な「負荷」（［6］p．293），つまり制約条件をなす限りにおいてモデルから
消去することは論理的に不可能であるが，ティンバーゲンが局外変数（irrel－
evant　variable）と名付けた非目標内生変数は，それがどのようになろうと
も当局の関心外にある局面を表わすから，モデルから消去しても，少なくと
も原理的には支障がないわけである。そしてプレストン［11］［12］を初めとし
てすべての動学的固定目標政策モデルがとる形式もこれである。
　局外変数の消去は，たとえば次のように行うことができる。（2）によりMc、1
は正方行列であるから，その分割である鹸は回数〉列数の行列であり，し
たがって（3）からMMの列数に等しい数の方程式を適当に選んで部分システム
　　　（4）　Mli｝X十Mii）x一十　M“i｝　u十Mll”W＝＝　O，　l　Mf）【キ0
を組みあげることができる。これより得られる
（5）　π＝一ル1蓋り一1（ルtll）X十Mδi）U十ノlfei〕擁ノ〉
を（3＞の（4）に関する補集合システム
（6）M12｝X＋Mf）π＋M“2’　U＋M8）W＝0，畷2｝1キ0
へ代入すれば，最終的に
　　（7）　AX十BU十　CW＝　O，　1Al　＝￥＝　O
を得る。ただし，ここにA＝［M支2L　Mノ｝Mf｝一IM鈎，　B＝［M8L　MPMfト1ルf51〕，
C＝［M∬L雌2嘘£）一1M納とする。（7）をプレストンは静学的誘導型（static
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）reduced　form）とよんでいる（［11］p．66）。
　さて，独立な目標数と手段数をそれぞれn，hとする。つまりプレストンの
いわゆる目標係数行列（target　coefficient　matrix）としてのA，手段係
数行列（instrument　coefficient　matrix）であるBについて（［11］p．66）
　　　（8）　7（A）＝n，　7（B）＝h
　　　　　｛3）
を仮定する。そのときプレストンが静学的可制御定理（static　controlla－
bility　theorem）と別称するティンバーゲン定理は
　　　（9）システム（7）（8）がすべてのX＝X＊に対して静学的可制御で
　　　　　あるための必要・十分条件は手段係数行列Bがn次正則で
　　　　　あることである
と表現される（［11］p．66）。すなわち，n次行列．Bについて
　　　（10）　7（B）＝n
が成りたち，したがって目標数＝手段数となるとき，政策当局が定める任意
の達成目標X＝X＊に対してそれを実現することのできる手段ベクトルU＊
を求めるモデル，すなわち静学的固定目標モデル（static　fixed－target
model，［11］p．67）は（7）でX；X＊とおいた
　　　（11）　一BU＝［AX＊十CW］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈4｝であり，これよりU＊＝一B“’レIX＊＋CW］が一意的に決定されるのである。
（2）明らかに（7）はいわゆる構造型（3）とそれより導かれる誘導型との折衷型の部分システ
　ムである。それかあらぬか，プレストンみずから（7）を［12］では構造型とよんでいる
　（［12］　P．　216）o
（3）γ（A）は行列の階数を表わす。
（4）k＞nのケースは（h－n）個の余分の手段を与件扱い．にして処理する。
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　　1皿　動学的ティンバーゲン定理　　短期
　　　　（目標点可制御命題）
　さて，本稿のテーマたるティンバーゲン定理の動学田は，まずプレストン
が動学的手法の定石に則して均衡の動学的安定条件論タイプの分析を提示し
て口火を切ったわけであるが，本節では連続的微分方程式系であるプレスト
ン・モデルを離散型差分方程式システムに切り換えてその論旨を再構成して
みよう。
　所与の究極目標X＊，与件Wに対して（11）から求められるU＊は，明らかに
　　　（12）　AX＊十BU＊十CW＝＝O
を充たす。したがって（X＊，こ1＊）は均衡点であり，（12）は均衡定義式である。
ここで定石通り経済システム（7）でXだけがX＊から乖離したと想定し，こ
の乖離が生じた期間を初期0と定める。初期の目標変数値をX（0）とすれば，
U＝ぴは仮定により不変だから，（X（0），U＊）が不均衡点であることは
　　　（13＞14X（0＞十Bσ＊十CWキ0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）で表現することができる。なお与件Wは一貫して不変と仮定する。そうすれ
ば，不均衡の度合は（12）と（13＞の差をとることによりA（X（0）一X＊）＋B（σ＊一
U＊）とすることができる。
　次に，初期におけるこの不均衡に対しては次期の目標X（1）が究極目標X＊
にもつと接近する（つまり【X（1）一X＊1→0）ようにシステムの調整過程がσ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）の制御を通じて始動すると考えることができる。この調整過程そのものはn
（5）次節では可変である。本節のモデルが短期であることの帰結である。
（6）本節における安定は，かくて手段不安定（instrumental　instability）分析のフレ
　ームワークにおける概念というべく，手段値を固定して均衡から乖離した内生変数の
　均衡へめ自律的収束，つまりゼロ入力応答の収束ではない。［8］第1章，［13］pp．163～
　165を参照。
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次正則の調整スピード行列rを定義して
X（1）一X＊＝r［、4（X（0）一X＊）十B（σ（1）一U＊）］
と設定することができる。これを一般化するためにt期のX，σ値をX（t），
U（t）とし，x（t）＝X（t＞一X＊，　u（t）＝σ（t）一U＊，1「A＝α，　rB＝bとおけ
ば，プレストンが動学的不均衡誘導型（dynamic　disequilibrium　redUced
form，［11］p．68）とよぶシステムは次のように表わすことができる，
　　　　　　　　　　　　　　　（7）　　　（14）x（t）＝αx（t－1）十bu（t），　x（0）キ0
　一見して明らかなように，これは現代制御理論における離散型定係数線型
システムの標準形式にほかならない。u（t）は制御入力ベクトル，　x（t）は状態
ベクトルないし出力ベクトルに該当する。このようにフレームワークを設定
すると，線型システム制御論で確立された諸知識が早速にも利用できるわけ
であり，果してこの理論のイロハともいうべき離散時間システムの可制御性
定理（［13］p．165）がプレストンの動学的政策存在問題の解明に文字通りオリ
ジナル形式で利用できることを次に説明しよう。
　まず，動学的政策存在問題とは，動学的線型システム⑯で有限の目標到達
期限Tをいかように確定しようとも，初期の不均衡X（0）キX＊，したがって
x（0）キ0を均衡化させるような，すなわちX（T）＝X＊，したがってx（T）
＝oならしめるような手段ベグトルu（t）（t＝＝　1，……，T）の存在いかん
ということであり，プレストンもいうように従来とも定量：政策論で無視され
てきた最重要問題である。
　さて定係数非同次の1階線型連立差分方程式である（14）の一般解は初等的な
（7）システム制御論で状態方程式とよぶものと同型である。な叙システム制御論ではx（t）＝
　αx（t－1）十btt（t－1）であるのに対して経済学への応用では（14）が圧倒的に多いとは梶
　原研の指摘するところである。
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逐次代入方式で簡車に見出すことができる。すなわち，
’　　　x（1）＝αx（0）＋bu（1）
　　　　　x（2）＝αx（1）十bu（2）＝α2x（0）十～）u（2）十α～）u（1）
　　　　　x（3）＝αx（2）十bu（3）＝α3x（0）十bu（3）十αbu（2）十α2～）u（1）
等；々。したがって，一般項として解
　　　　　　　　　　　　こ　　　　　㈱x（t＞＝・atx（0）＋Σατbu（t一τ），　t・・1，・一，：r
　　　　　　　　　　　　T＝0
が得られる。
　次に，（15）で言＝Tとおけば，Tは予定した究極目標X＊への到達期である
から，X（T）＝X＊，つまりx（T）＝0となり，したがって
　　　　　　ア　ユ　　　（16）一Σユα’bu（T一τ）＝α’x（0）　　　　　　　　　，
　　　　　　τ＝0
を得る。明らかに，（16）は静学的固定目標モデル（11）の動学版であり，プレスト
ンはこれを動学的（安定化の）固定目標モデル（fixed－target　model　of　dy・
namic　stabilization，［11］p．67）とよんでいる。動学的システム働は，初
期状態がいかに与えられようとも，政策手段u（t），（孟＝1，……，T）の制御
を通じてこのx（0）を所定の目標期Tに所定の目標状態x（T）＝0へ移行させ
ることができるなら，つまり（16）が成立するなら，動学的可制御（dyn直mic
controllable，［11］P、68）というがこれこそはシステム制御論におけるカル
マンの旬制御性概念（controllability）そのものであることを付言しておこ
う　（［13］p．46）o
　こうして（翰が動学的可制御であるための必要・十分条件を論じるべき段階
にさしかかったのであるが，その厳密な証明論議は専門の標準的テキストに
ゆだねることとし（［13］p、165，［8］p．16）ここでは論証のキー・ポイントと
もいうべき1つの論点にふれよう。すなわち，㈹を書き改めれば，
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㈲一R嗣一一
となるが，これは第1期から最終目標期としての第T期までのすべての手段
ベクトル系列（u（1），……，u（T））を未知数どする連立方程式システムにほか
ならず，静学モデルが所与のX＝X＊に対してUを未知数とする連立系であ
ることに正確に対応しており，その動学版であることがわかるのである。
　かように（11）と（17）は同一の基本形式を共有してお・り，したがって（11）につい
て成立したティンバーゲン定理が（17）に対しても何らかの形で成り立つはずで
ある。かくして線型システム制御論では離散時間ケースのシステム可制御命
題としてなじみ深い動学的可制御定理（dynamic　controllability　theo－
rem，［11］p．68，［13］p．165）が得られる，すなわち
（18）動学的不均衡システム（14）が動学的可制御であるための必
　　要・十分条件は（n，Tk）行列
（19）　Q＝　［b，　ab，　・・・…，　a’”ib］
s’
が次の条件を充たすことである，すなわち
（20）　7（Q）一n
　Qは目標にかかる係数行列としてのαまたはAと政策手段にかかるそれ
bまたはBとから構成されている。Aは，既述のように，モデル（7）が内生
変数Xに関する完全体系であるとの前提に基いてn次正則であるが，行列
Bは手段Uが内生変数ではないからn次正則とは限らず，一般にγ（b）　一
γ（B）≦nであり，したがってγ（b）＝γ（B）＝・　nとγ（b）＝γ（B）〈nの2ケ
ースを区別することができる。いずれのケースでも命題（18）が成り立つのだか
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ら，動学的存在条件は（2①であるが，意味内容は両ケースで決定的に相違する
ことになる。ケース別に考察しよう。
1．γ（b）＝nのケース
　断るまでもなく（18）は静学命題（9）の動学版であるが，両者の論理的関連はそ
のような形式的相似性にとどまらず，実質的にも密接極まりないというべき
である。すなわち，静学条件（1①，つまりγ（B）＝nが成立したとすれば，静
学システム（11）はいうに及ばず，動学モデル（17）も可制御となるのである。目標
係数行列Aと，この場合は手段係数行列B，および調整速度行列rはとも
にn次正則であるから，αとbもそうであり，そしてこのようなα，bの罧
を小行列とするQの階数はnとなる。かくして次を得る，
（21）静学システム（7）が静学的可制御なら，動学システム（14）は動
　　学的可制御である。
　（17）においてB，したがってbがn次正則という静学条件はbを構成する
n個の列べクトルを基底としてn次元空間を，ゆえにそのメンバーである
一αTx（0）を張ることができることを意味する。換言すれば，（17）でbにかかる
のはu（T）であるから，第1期から第T期にわたる二期の政策手段を
zt（T）　＝＝　一　b－iaTx（O）
u（　T－1）　＝　u（　T－2）　＝　・・…・　＝　u（1）　＝O
となるように制御すれば目標に到達できる。x　＝・　X－X＊，　u・・＝U－U＊であ
るから，1期間一一第T期一だけ政策手段U（T）をその最適水準U＊か
ら一b－1αTx（0）だけ外して設定しさえずれば，他のすべての期間はσをU＊
に等置しても初期の最適からのずれx（0）、＝＝　X（0）一X＊を過不足なく解消する
ことができるというわけである。
　また，同じく（17）においてu（T－1）にかかる行列bαもn次正則であるから，
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u（T－1）　＝一b一’aT’ix〈o）
u（T）　＝＝　u（T－2）　＝＝　・・…・＝　u（1）　＝＝　O
と予期の政策手段を制御することによって目標に到達できるが，その時期は
目標の第T期よりも1期早まって第（T－1）期になることがわかる。……以
上を一般化して，手段制御
・　（22）
u（r）＝：一b一’arx（O）　（T＝1，　一…・，　T）
u（t）＝0（tキτ）
は第τ期にまずXをその均衡水準X＊に復帰させ，以後はT期まで均衡
（X＊，σ＊）を持続させるのである。
　（22）によれば，γ（b）　＝・　nなら，制御対象期限内のいかなる時期であれ，その
うちの単一期間における手段調整他キ0）だけで経済システムの均衡回復が
可能であることになるが，そうするとシステムの線型性から，初期の不均衡
x（0）をT個以内の任意個数の複数期間にわたり分担して解消できることにも
なる。たとえば，第8期と第言下（s＜t）の2期目わたって不均衡x（0）を
ゼロ、にするのに，まず8期にはαx（OXo＜α〈1）を縮滅するのに手段調整を
u（s）＝一αb”！αSx（0）とし，　t期に残りの（1一α）x（0）をu（t）　＝一（1一α）b－1
atx（0）によって解消するというわけである。（22）を基本解とよぶなら，これは
それら基本解の凸結合としての混合型であり，前者が一種のドラスチック調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）整であるのに対して後者は段階的微調整方式ということもできよう。
　以上がすべてではなく，さらに可能性が残されている。初期の不均衡x（0＞
キOを解消するのに，これまでのように各期の手段ベクトルu（→のすべて
の成分を必ずまとめて同時に調整変化させる必要はさらさらない。たとえば，
第1期には第1手段，つまりu（1）の第1成分UI（1），第2期には第2手段
（8）（22）は線型計画におけるシンプレックス解と比較することができよう。
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u，（2），……を第T期における経済システムの均衡化の達成のために調整変化
させるという制御方式も可能である。（功を用いていえば，それはu（1）にかか
る行列α’一’bの第1列，u（2）にかかるατ“2bの第2列，……と合計n個の1
次独立なベクトルをnT個の列から成る（19）のQのなかから選び出し，これ
らをベーシスに初期不均衡ベクトルーαTx（0）を張ることを意味する。この可
能性は，個別手段がシステム調整にかり出される時問帯がT個の期間にわた
って，ある種の時間割表のように分布しており，くさび型調整方式というこ
ともできよう。さらに，このタイプの調整についても基本型の凸結合方式と
して混合型を考えることができる。
　以上を次のように要約することができよう。
①初期における経済システムの均衡からの乖離x（0）を丁期間内に解消し
て再び均衡を回復するためにn個の政策手段を用いるベーシックな制御方法
は働のQを構成するnT個のベクトルからn個を取り出す組み合わせの数
だけ最大限あり，さらにこれらベーシックなものの任意の凸結合も可能な方
法であるから，経済システムの動学的制御方法は多数存在する。
　②（22）においてτ＝1とお・けば，
（23） u（1＞＝＝　一b”ax（O）
u（2）　＝：　u（3）　＝＝　・・・…　　＝＝　u（　T）　＝　O
となるが，定義b　・＝　rB，α＝1「A，　x（0）＝X（0）一X＊，を想起するならば，
㈱の第1式は
（24）　A（X（O）一X＊）十B（U（1）一　U＊）　＝＝　O
となることがわかる。したがって（24）は（23）が，初期においてX（0）がX＊から
乖離する形で均衡条件働が破られたとき，その直後の第1期にこれを丁度
補償するように政策手段U（1）をその均衡値U＊から，Xとは逆方向に乖離
させることによって均衡を回復させるというドラスチックな制御方法にほか
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ならないことを示す。それは均衡回復の目標期を第T期に設定しているにも
かかわらず，第1期に実現させてしまうという意味では最もドラスチックと
いえよう。
　こうしてディンバーゲン条件（1①，ゆえにγ（b）＝・　nが成立することは極め
て恵まれた制御可能性の存在を意味する。しかし　「これまでは，すべての政
策手段がゼロの費用で望ましいだけ調整されうると仮定してきた。実際にそ
うかもしれないし，そうでないかもしれない。貨幣供給のようないくつかの
政策手段は，相対的に少ない費用で調整されるだろう。税率や政府支出の水
準のような他の政策手段は，それほど自由には適合されない。典型的には，
どの時点においても，小さな範囲内で，しかも適当な法律が制定された後で
しか，その調整はされ得ない。手段が変化することのできる率に対するこう
した制約は，しばしば大まかに「調整費用』と呼ばれるものである」（［14］p，
379）。したがって制御方法が，上記したように，nTからnをとり出す組み
合わせの数だけあったとしても，調整費用が異常高の方法は可能性から除く
必要があるし，方法ごとに異なる調整費用の大きさと目標実現期の遅速との
トレード・オフによってベストな制御方法が選ばれることになる。⑳はおそ
らく高きに過ぎて用いられることはないだろう。
2．γ（b）＜nのケース
　γ（b）＝＝　nかγ（b）＝h＜nかのいかんにかかわらず，経済システム（14＞が可
制御であり得ることは定理個で見た通りである。しからば上記したγ（b）＝n
のケースと当面のケースとはいかに相異するか。
　まず，目標係数行列Aないしαは両ケースで共通であるが，手段係数行列
Bないしbの列数がnキhと異なることから，可制御行列Qの列数が前ケ
ースではnTであったのに対して当ケースではんTと相違する。したがって
前ケースでは第1～T期の任意の1期間にすべての手段値を同時にそれらの
均衡値U＊から乖離させて初期に生じた掩乱x（0）を相殺するように調整す
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るという制御の基本的方法（22）が利用可能であったが，当面のケースにあって
はベクトルx（0）で表わされたn個の不均衡を解消するには手段数が（n－h）
個不足するから，単一期間内にすべての局面を均衡化させることは論理的に
不可能であり，少なくとも2期間にわたるいわばくさび型の制御方式の採用
が必要不可欠である　　両ケースの差が最も端的に現出するのはここにおい
てである。
　いま，n≦2icとしよう。すなわち，目標数nに対する手段不足数がk（手
段数）を超えないとすれば，初期の不均衡の解消には2期間にわたる政策手
段の調整変化で充分に対処することができよう。たとえば，第8期にはk個
の全手段u、（8），……，賜κ（8）を，そして第t期には第1手段から第（n－ic）手
段，すなわちπ1（t），……，Un一κ（t）を稼動することにすれば，　u（s）がかかる
行列αT－Sbとu（t）の最初の（η一ん）個の成分がかかる行列［α「’tb］m．κ之に
含まれる合計n個の列べクトルをベーシスにして初期の不均衡関連ベクトル
ーα’x（0）を張ることができるから，制御方法
㈱〔熱ト圓随』一）
　　　　　　その他のすべてのu←）＝0
は初期の不均衡x（0）を解消して経済システムを均衡化させることができる。
第1手段から第（n－h）手段までは第s期，第t期と2度にわたって調整変
化（u（→キ0となること）を強いられる。同じ手段でも期を異にすれば相異
なる手段となることがポイントである。手段の効果係数が第8期と第棋月で
はαT－Sb，αT－tbと異なるからである。その結果同一手段でもそれがとる第8
期の調整値と第t期の調整値とは異なるはずである。
　n≦3kなら，3期にわたる手段調整の必要が生じ，したがって3回も調整
作業にかり出される手段が少なくとも1個は出現することだろう。……
　しからば，この論法を極限まで進めて，k＝1のとき，つまり政策手段が
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1個のときでも，これをn回調整変化に供することにより経済システムに均
衡を回復させることが可能だろうか？答は条件付きで可能である。その条件
とは，明らかに
（26）　T）一n
である。手段が単一なら，bはベクトルとなるから，（19）の可制御行列Qは
（n，T）行列に退化し，　n＞Tなら，（17）はu（・）にとって過剰決定の矛盾体系
となってしまうからである。通常，動学的可制御定理は（18）のTをnで代置
した
　　　（18）J動学的不均衡システム（14）が動学的可制御であるための必
　　　　　要・十分条件は（n，nk）行列Q＝［b，αb，……，α”’lb］が
　　　　　条件γ（Q）＝・　nを充たすことである，
　　（9）とされ，その理由として行列に関するケーリー・ハミルトンの定理の存在が
あげられることが多いが（たとえば，［14］p。404），期を異にする同一の政策
手段を別個の手段に数える「のべ数」の考え方からしても⑯を（18）’に改める
ことの妥当性は容認できるのである。
　　IV　動学的ティンバーゲン定理一長期
　　　　（目標径路可制御命題）
　前節では，動学的安定分析のフレームワークを用いて，モデルがもともと
1階差分系で表現されるケースをとり扱ってきた。しかし，動学モデルが現
象間の錯綜した二時的因果関係によって特徴づけられるものである限り，こ
のような1階差分方程式で表現される経済システムは最も単純な特殊ケース
（9）［11］そのもの，および専門テキスト［13］もそうである。
一100一
動学的ティンバーゲン定理について　459
とみなされるべきであり，現実は多かれ少なかれもっと高階の連立システム
を用いて接近されるべきであろう。以下ではラグ構造が前節とは比較になら
ないぼど複雑なプレストン＆シーパーのモデル［12］の基本構成とそれによ
る分析内容のさわりの部分を示して，そこに定量的政策モデルと現代制御論
　　　　　　　　　　　　　　（10）とのかかわり方を垣間見てみたい。
　まず，プレストン＆シーパーの動学的に一般化された政策モデルを提示し
よう，
（27）　　ハ（L）X（孟）　＝　B（L）〔1（孟）十C（L）レIz（孟）
ここにX，U，　Wは既述の定義通り目標，手段，与件のベクトルとし，　Lは
ラグ・オペレーターであり，L”X（t）　・・　X（t－v）と定義するから，（27）の係数
行列について，A（L）＝Σ］農。　A，Li，　B（L）＝Σユ訟oBsL‘，0（L）；Σ論CiLt，
と定義することは（27）が目標変数Xに関するp階連立差分方程式システムで
あることを意味する。A（L）X（t）　・A。X（t）＋A，X（t－1）＋……＋A。X（t－p）
だからである。
　前節の構造型（14）が1階差分系であったのに対して（27）はかようにp階シス
テムであり，さらに手段がq階，与件までがγ階建てで因果関連してくるの
だから，通常の道具立てでは対処のすびもなく，ここに現代システム制御論
の登場となるわけである。
　さて，それを借用したために動学的経済政策論の独立性が大きく損われた
観のある「現代制御論からの借物」（［12］p．218）とは実はモデルの状態空間
型（state　space　form）にほかならない。すなわち，システム制御論によれ
ば，モデルにおける構造方程式としての任意の高階差分方程式も状態方程式
とよばれる「それと同等な1階方程式に簡単に変換できる」（［7］p．115）。こ
のルールを構造型（27），すなわち
（10）［1］もこれと同型の分析を行なっているが，モデルは連続型である。
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（27）・　A（L）X（t）＝［B（L），　C（L）］［X［ll］
に適用すれば，それに同値な1階差分系としての状態空間型
（28）
Z（t十1）　＝FZ（t）十GU（t）十EVV（t）
X（t）　＝＝　HZ（t）十DU（t）十MW（t）
が対応することになる。そして（28）におけるZ（t）が，システムの内部状態を
表現するということで，状態変数（state　variable）とよばれているもので
ある。Z（t）はm次ベクトルになったとする。
　構造モデル⑳におけるしの行列多項式A（L），B（L），　C（L）は（28）では単な
る定数行列F，G，　E，　H，　D，　Mに変身している。その代りに⑳におけるn
個の差分方程式がすべてp階だとすれば，㈱の1階差分方程式数はm＝np
である。このようにモデルを構造型から状態空間型へ変換することを実現
（realization）という。実現は一義的ではない（［2］第2こ口［9］第4章）。
　ちなみに，前節のモデルは，オリジナルの構造型がすでに1階差分系であ
ったから，生まれながらにして状態空間型であったといえよう。そして，か
ように構造型＝状態空間型のモデルで事足り得たのは，とり扱う対象が均衡
の安定性という短期動学問題であったからにほかならない。対照的に，本節
ヒおいて⑳のような錯綜した構造モデルが導入されたのは，関心が長期にわ
たる目標制御にあるからである。前節までの固定目標はX＊（T）に対するい
わば1点集中型であり，プレストン＆シーパーの表現を借りて（［12］p．221）
これを政策当局の目的関数が目標点目的型（target　point　objective）であ
るということにすれば，本節のは点目的の点列，すなわち
（29）　iX＊（O），　X＊（1），　・・・…，　X＊（T）1
として規定される目標径路目的型（target　path　objective）というべく，
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すぐれて長期動学的なのである。
　径路の長さは目標初期（target　path　origin）0と目標終期Tとの間の
（T＋1）個の期間できまるが，これを目標区間（target　interval）という。
長期動学的フレームワークにおいて初めて考慮に入れられなければならない
のは目標区間に何期先がけて政策アクションを開始するかということであり，
これを政策リード（policy　lead）という。それを8で表わせば，本節のモデ
ルの政策とは，点心
　　　（30）　IU（一s），　・・・…，　U（O），　・・・…，　U（T）1
で規定される政策径路（policy　path）のことであり，目標区間に準じて政策
区間を（8＋T＋1）個の期間と定義することができよう。その両端をなす第
←s）期，第T期は政策初期（policy　origin），政策終期（policy　horizon）
である。明らかに政策終期は目標終期に等しく，かくて政策区間は目標区間
を含む。
　さて，以上のように必要な諸概念がそろったからには問題の長期動学的政
策の存在いかんを問うことができる。すなわち，政策初期における任意・既
知の初期条件および政策区間にわたる任意・既知の与件の作用｛W（一s），……，
W（0），……，W（T）｝に対して所定の目標区間丁にわたって任意の目標径路
｛X（0），……，X（T）｝を発生させ得るような政策径路iu（一8），……，σ（T）｝が
存在するか？
　いま，㈱の第1グループの両辺にLを乗じてZ（t）＝LFZ（t）＋LGU（t）
十LEW（t）と変えれば，
　　　（31）　Z（t）一［1－LF］一’［GLU（t）十ELVV（t）］
を得る。これを（28）の第2グループに代入すれば，
　　　（32）　X（t）＝＝ID十H［1－LF］一iGLIU（t）
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　　　　　十iM十H［1－LF］HiELiW（t）
しかるに，［1－LF］一1＝1＋L．F＋L2F2＋・・…・，であるから，これを（31）（32）に
代入すれば
　　　⑳’Z（の；Gσ（ト1）＋FGひ（卜2）＋F20ひ（卜3＞＋一・
　　　　　　　　　＋E剛卜1）＋FE例ト2）＋F2E例卜3）＋……
　　　（32）’　X（t）＝DU（t）十HGU（t－1）十HFGU（t－2）
　　　　　　　　　十HF2　G　U（t－3）十・・・…　十MVV（t）十　HEW（　t－1）
　　　　　　　　　十HF．F．　W（t－2）十HF2EW（t－3）十・・・…
となる。（32）’において
　　　　　X（t）＝DU（t）十HG　U（t－1）十MW（t）十HEPY（t－1）
　　　　　　　　　十HFIGU（t－2）十FGU（t－3）十・・一・・十EVV（t－2）
　　　　　　　　　十FEW（t－3）十・・・…i
とおけば，｛｝内は（31）’よりZ（t－1）に等しいから，
　　　（33）　X（t）＝DU（t）十HrG　U（t－1）十MVV（t）十HE　PV（t－1）
　　　　　　　　　　　十HFZ（t－1）
これは第（t－1）期が政策初期であり，目標点X（t）が政策初期条件Z（ト1）
と政策史IU（ト1），　U（t）1，与件史IW（t－1＞，　W（t＞1に依存することを示す。
政策初期が第（t－v）期なら，
　　　　　X（t）＝DU（t）十H　iΣ1＝、　Fi－10σ⑰一ブ）｝十MVV（t）十
　　　　　　　　　十H　IZY・　．．　，　F’u　iEW（　t一　」’　）1十　ffF　VZ（　t一　v）
したがってv　＝＝t十8とおけば，
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　　　（34）　X（t）＝：DU（t）＋Hl£；一tfJ7’一’GU（t－j）1十MVV（t）
　　　　　　　　　＋酬Σ貿F」『’EW（トノ）｝＋HFt＋8z（一8＞
㈹でt＝・O，1，……，Tとおいて目標径路の各要素を求めれば，次のよう
な前節の㈲に対応する関係システムを得る，
飼／il∵1：ミ芸ll∵∵／∴］
　　　　　　　　　＋〔∴野：：ミ諜∵1：算：∵鋼
　　　　　　　　　＋欝困
（35）は政策径路IU（一s），……，　U（T）｝を未知数とする連立方程式であるか
ら，長期動学的ティンバーゲン定理ともいうべき次の命題が得られるのであ
る，すなわち，
　　　（36）状態方程式が㈱である動学的政策モデル（27）で任意の初期
　　　　　条件Z（一s）と与件系列IW（一S），……，　W（T＞｝に対して
　　　　　経済システムを任意の目標径路IX（0），……，　X（T）iに到達
　　　　　させることができる政策径路｛U（一8），……，σ（T）｝が存
　　　　　在するための必要・十分条件は
働艦1：1ミ諜1∵1∵〕一一
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　　　　　である。
　勧は状態方程式の行列で表示されている。状態空間法はモデル操作を容易
にするが，結果の経済的意味づけが曖昧になるというコストを伴う。ゆえに
プレストン＆シーパーは状態方程式とオリジナル・モデルをつねに並べてと
り扱い，途中で解釈困難に陥ることのないよう配慮している。実際G7）のオリ
ジナル型も示されているが，ここでは両者の比較論議に立ちいらないで⑳と
（37）を比較し，長期モデルがかかわる期間数が短期のそれの（：r＋1）倍である
ことがそこに正確に反映されていることを確認するに止めたい。
V　結 語
　静学システムは，目標数と手段数が一致するなら，制御可能であるのに対
して動学システムは単一手段でも，その「のべ数」が目標数に等しければ制
御可能となることがある。明らかに，それは動学システムにとって「ティン
バーゲンの静養定理がかかわりなしというのではなく，これらの静学的に必
要な諸手段のうちの1個だけを動学的に変化させる必要があるという意味で
ある。静学的安定化は目標と手段の適当な固定すべき数値を指定することに，
そして動学的安定化はこれらの数値への適当な調整径路を指定することに，
それぞれかかわるのであるJ（［11］p．70）。
　いうなれば，静学的ティンバーゲン定理によると，「構造モデルというショ
ットガンを設計し，政策的外生変数という弾丸をこめてドンと撃つ」（［5］p．
171）にしても，一石二鳥が可能なのは2羽のターゲットが前後一列目並ぶ（目
標の1次従属）例外的ケースだけであって，離れた2羽（目標が1次独立）を
同時に撃つには両手に1挺ずつショットガンが必要である。しかし，同時で
はなく多数回にわたって射撃が可能（動学）なら，1挺のショットガンを動学
的に操作して各回に1羽ずつターゲットを撃つことが可能である。この比喩
にして正鵠を射ているとすれば，システム制御盤からの借り物は難解な定理
に含まれた明解な常識の発掘に与って力があったといわねばならない。
一106一
動学的ティンバーゲン定理について　465
　参　考　文　献
［1］　AokL　M．　“On　a　Generalization　of　Tinbergen’s　Condition　in　the　The－
　　ory　of　Policy　to　Dynamic　Modets”，　Review　of　Economic　Studies，　42
　　（1975），
［2］　Aoki，　M．，　Optima］　Control　and　System　Theory　in　Dynarnic　Economic
　　Analysis，　North－Holland，　1976，
［3］　Culbertson，　J，　M．　Macroeconomic　Theory　and　Stabilization　Policy，
　　McGraw－Hill，　1968，
［4］　Currie，　D．　“Macroeconomic　Policy　Design　and　Control　Theory
　　a　Failed　Partnership？”，　Economic　JournaL　June（1985）．
［5］藤井　隆，書評：藤本利躬「最適経済政策のモデル」，岡山大学経済学会雑誌，9－3，
　　1978．
［6］小泉　進・建元正弘，所得分析，岩波書店，1972．
［7］D．G．ルーエンバーガー，動的システム入門〈理論・モデル・応用〉（山田武夫・生
　　天目章訳），ホルトサウンダース，1985．
［8］　Murata，　Y．　OptimaJ　Control　Methods　for　Linear　Discrete－Time　Ec－
　　Onomic　Systems，　Springer－Verlag，　1982．
［9］　Myoken，　H．　Dynamic　Structures，　Optimal　Control　and　Stabilization
　　in　Multivariable　Economic　Systems，　Bunshodo，　1980．
［10］　Pitchford，　J，　D，　and　Turnovsky，　J．　S，　（eds．），　Applications　of　Control
　　Theory　to　Economic　Analysis，　North－Holland，　1976．
［ll］　Preston，　A．　J．，　“A　Dynamic　Generaiization　of　Tinbergen’s　Theory　of
　　Policy”，　Review　of　Economic　Studies，　41　〈1974）．
［12］　Preston，　A．　J．　and　S　ieper，　E．　“Policy　Objectives　and　lnstrumenta｝
　　Requirements．for　a　Dynamic　Theory　of　Policy”（［10］に所収〉．
［13」坂和愛幸，線型システム制御論，．朝倉書店，1979．
［．14］ステファンJ．ターノフスキー，マクロ経済分析と安定政策（石井　光，油井雄二訳），
　　マグロウヒル好学社，1980、
一107一
